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公用文の在り方に関する国語課題小委員会における意見（案） 

 

１ 公用文の在り方を改めて検討する目的について 

 

○ 60 年以上を経て改定するのであれば，何を目指して，どういう理念を持ってというところが大変

重要である。例えば，今の時代にふさわしい，現代の価値観に合った人権上の配慮について，どの

ような書き方をするかといった問題がある。そういった大きな切り口がなければ，何十年ぶりに改

めるということに余り意義が見いだしにくいのではないか。具体的な文章の書き方ということだけ

でなく，理念となるものを示したい。 

 

○ 国の行政機関だけではなく，民間の組織においても，「公用文作成の要領」を根拠として文書作

成に当たっている面がある。民間や一般の人々が文書を作成する際の指針ともなるようなものにな

るのであれば，見直す意義があるのではないか。 

 

○ このタイミングで「公用文作成の要領」を改定する必要性を示せるかどうかが問題である。法令

の平易化が進んだ背景には，裁判員制度の実施があった。古くなったから見直すというだけでなく，

例えば，東京オリンピック・パラリンピックが近づいており，外国人にも分かりやすいものとする

といった理由を立てるなど，必要性をはっきりさせたい。 

 

○ 公用文について，実は，人々が困っている面がかなりあるのではないか。例えば，句読点一つと

っても，カンマとテンの選択に迷う場合がある。書き手の側も，学校で身に付けた表記をそのまま

使えれば分かりやすいのに，法令に合わせた書き方をしなくてはならず困る場合があろう。昭和 26

年からある通知が立ちはだかっているために，動けないという部分もあるのではないか。 

 

○ 当初は想定していなかった領域にまで公用文が関わるようになっている。例えば，「公用文作成

の要領」が作られた頃には想像さえされなかったインターネットが普及し定着しているといった状

況に対応する必要があるのではないか。また，人々の意識の中では，困るか困らないかというレベ

ルを超えて，役所の文書は分かりにくいものだという先入観ができている。これを打破したい。 

 

２ 基本的な考え方について 

 

○ 「公用文作成の要領」を役所の中だけの問題として考えるのではなく，場合によっては，別のタ

イトルを付けて，一般の人々にも広く使っていただけるような文書作成の目安として作成してはど

うか。多くの人に届き，活用してもらえるような工夫をすることで，教育をはじめとする様々な現

場に波及させたい。 

 

○ 「公用文作成の要領」を今のまま残しておくと，いずれまた，何かしらの問題が生じるというこ

とがあるのではないか。「公用文作成の要領」を改定するのか，あるいは，「公に係る文書の」な
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どというようにタイトルが変わるのか，いずれにしても，昭和 26 年に作られた現行のものを包摂す

るような形で改めておく必要があると感じる。 

 

○ 日本語を母語とする人以外の人たちも視野に入れるのか，また，「やさしい日本語」などの考え

方の導入を，もてなしといった観点や，災害対策の観点なども含んで考えるのか，さらに，日本語

の問題を中心としつつも，いわゆる多言語化，そして，ピクトグラム，サインなどの問題までを対

象として検討するのかどうかなどについても考えておくべき。 

 

○ 役所の人たちが使う言葉が変われば，かなり影響力があって，社会一般に分かりやすい言葉が広が

っていくと思われる。公務員が使いたくなるようなものにする必要がある。 

 

○ 公用文では，例えば「これはいくらですか。」の「いくら」を「幾ら」と書くなど，一般には平

仮名で書くことが多いようなものでも，漢字で書く場合がある。こういった表記は，「分かり合う

ための言語コミュニケーション」の「敬意と親しさ」の「親しさ」を重視すると，仮名で書いても

いい場合があるのではないか。そうしたところに踏み込んでもいい。 

 

○ 通知のような典型的な公用文においては，表記などのルールがはっきりしており，「コトバ」は

「言葉」，「トリクミ」は「取組」といったように，一定の書き方だけを認めている。しかし，広

報誌やＳＮＳなどでは，そのとおりでなくてもいいのではないか。広い意味での公用文の中でも，

特に国民に近い広報誌やＳＮＳなどでは，「ことば」や「取り組み」という表記も使っていいとい

ったことを認めるところから考えていってはどうか。 

 

○ 役所による広報誌やＳＮＳでは，「正確さ」とともに，「分かりやすさ」あるいは「敬意と親し

さ」などの観点に留意する必要がある。前期まで取り組んだ「分かり合うための言語コミュニケー

ション」の内容とも関わるところであろう。 

 

○ 当用漢字表の時代には，当用漢字が使えるときにも，読みやすく分かりやすくするために仮名書

きを用いる場合があった。現在は，難しい漢字であったとしても，常用漢字表に入っているものは

使うということになっている。表記の分かりやすさの面では，後退している面があるのではないか。 

 

○ 最終的には，官公庁における公用文と，一般でのコミュニケーションにおいて使われる文書とを

できるだけ近づけることに寄与するような，日本語における正書法に代わるような考え方を示すこ

とができるとよい。 

 

○ 受け手の側だけでなく，書き手，送り手の側に寄り添って考えることも重要である。発信する側

にいて，ガイドラインのようなものを欲している人は多いはずである。そういう人たちの話を聞い

てみる機会も作れるとよい。 

 

○ 専門性のある文章や国をはじめ，大きな団体などの出すものには，「分かりやすさ」だけでなく，
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格とか品とかいうものも必要である。ただ，やたらと難しくすることが格調高いとか，漢字を多く

使えば品が良いとかいうわけではない。そこを今の時代に合わせて，どのように考えていくべきな

のかも課題である。 

 

○ 「分かり合うための言語コミュニケーション」の四つの要素が，議論していく上での一つのベー

スになっていくのではないか。「正確さ」と「分かりやすさ」のほか，品や格調というものも「ふ

さわしさ」の問題として考えることができる。 

 

○ 法令では，「又は」と「及び」の使い分けなど，厳密にやるべきところ，崩すわけにいかないと

ころがある。しかし，法令においても，易しくする，分かりやすくするという動きがあり，我々の

議論と別の方向を向いているわけではない。管轄などの関係で簡単にはいかないのだろうが，将来

的には，法令についても，特に複合語の送り方などを義務教育で学ぶ表記に合わせても，それほど

不都合はないのではないか。 

 

３ 対象とする公用文の範囲について 

 

○ なるべく早いうちに，どの範囲まで言及し検討するのかということを定めておくようにしたい。

細かな具体的な問題，例えば，句読点の形の問題など，細部にばかり検討の時間を取られ過ぎてし

まうことを避けるようにすべき。  

 

○ 役所が内部の組織や関係機関に示す通知のような典型的な公用文においては，「正確さ」が問題

となるので，そこでの語の使い方あるいは表記の仕方に関しては，特に改める意義がないのではな

いか。検討の対象とすべきは，広報誌やＳＮＳによる情報発信など，「正確さ」とともに，「分か

りやすさ」あるいは「敬意と親しさ」などの観点に留意する必要がある文章であろう。 

 

○ まずは，分かりやすい文書の作成という観点から始め，一般の人を読み手として想定している白

書や広報誌などに関して考えていくのがよい。しかし，書き手の観点に立つと，いつも一定の種類

の文書だけを書いているのではなかろう。官公庁に勤務していれば，異動などもあり，通知，白書，

広報誌，ＳＮＳなど，様々な文書を書くことになるはずである。書き手の立場に立つと，通知の場

合には「取組」だが，広報誌では「取り組み」というような表記の切替えをするのは難しいのでは

ないか。そう考えると，通知のような典型的な公用文の作成に関しても，例えば「分かりやすさ」

を重視する方向へと改めていってはどうかといった提案をする方が役に立つのではないか。 

 

○ できれば，通知文のような典型的な公用文にまで「分かりやすさ」の観点を及ぼしたいが，法令

と公用文の表記を一致させるという原則がある以上，議論はそこで止まってしまう。まず，ある程

度対象を絞って議論を始めるのが有効ではないか。民間企業でも，社内文書はフォーマットに従っ

て書けばいいが，社外文書に関しては，いろいろな配慮の上で書く必要がある。これまでの「公用

文作成の要領」は，言わば社内文書の書き方であり，今回は，公用文における社外文書の書き方に

ついて考えると捉えてみてはどうか。その考え方を将来的に社内文書の方にまで及ぼせるといい。 
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○ 成果物は，役所の人が言葉の使い方を改善したくなるような提案としたい。そう考えると，広い意

味での公用文の中で最も重みのある法令を最初から検討の対象から外してしまうのではなく，まずは，

法令を含めて検討してはどうか。成果物を作成する段階になったら，どこまでを適用の範囲にするか

を，改めて考えればよい。 

 

○ ＳＮＳなどはまだ実態が不安定であり，今後も形態が変化していく可能性がある。射程には入れる

が中心的に扱うべきではない。 

 

○ 議論の対象としては，これまで，表記が中心であったが，そこにとどまらないことが重要である。

言語学的には，表記，語彙，文法，文体という順に扱う内容が拡大していくと考えられるが，この

うち，文体については比較的扱いやすい。「である体」，「です・ます体」など，文末の文体をヒ

ントに文章の階層を分類するような作業をしながら，どの辺りの言語現象を問題にしていくのかを

検討する，といった手順で進めると議論に入りやすいのではないか。 

 

○ 文部科学省「公用文の書式と文例」の冒頭には，「公用文は，義務教育を受けた人ならば，誰で

も読めてその内容が理解できるよう作成されるべきものである」とある。現状において，国の行政

機関が示しているものが，中学生や高校生にすらすらと理解できるものばかりであるとは思えない。

そういった観点から，難易度の設定，基準作りのようなことも考えられるのではないか。 

 

○ ＳＮＳなどの手前に，ウェブ上には，官公庁が一般の人に向けて示している「お知らせ」の類い

がたくさんある。そういったものの中には，かなり生活に密着していて必要度の高いものが多い。

そういった切実な文書に関しては，かなり積極的な提案をしていってもいいのではないか。 

 

○ 誰のための文書なのか，どういうレベルの理解力を持つ人たちを対象とするのかが問題になって

いるが，通知や白書であっても，一般の人が読んで，ある程度は理解できることが必要であろう。

一方，ＳＮＳなどは，それぞれが自由にやればいいという気もする。 

 

４ その他 

 

○ 現時点だけを見ても，いろいろな表記の実態があるが，時代の経過に伴い，情報化の進展などと

の関係もあって，表記の在り方が大きく変わってきているという側面がある。その実態を調査し，

公用文の表記にある程度反映させていくのであれば，一般的な表記を軸に調査するのか，難しい専

門的な表記も含めて調査するのかなど，調査の在り方についても検討する必要がある。 

 

○ ウェブ上にある国や省庁からのお知らせ文などの例を整理してはどうか。現在の公用文において

は，ウェブ上でアクセスしてくる人のことを大事にしなくてはならない状況があると思われる。 

 

○ 官公庁が示す情報を知っているかどうかで損得が生じるような事柄について，実際にどのような

示し方がなされているか，例を集めてはどうか。 


